
新座都市計画地区計画の変更（新座市決定） 

都市計画新座駅北口地区地区計画を次のように変更する。  

当 初 決 定 告 示 年 月 日 

平成２５年４月１６日 

最 終 変 更 告 示 年 月 日 

平成２５年１２月２６日 

名     称 新座駅北口地区地区計画 

位     置 新座市野火止五丁目、大和田一丁目及び四丁目の各一部 

面     積 約３４.７ヘクタール 

地区計画の目標 

本地区は、新座市のほぼ中央に位置し、地区の南側は

ＪＲ武蔵野線新座駅に接し、西側に一般国道２５４号、

北側に一般県道川越新座線、東側に一般県道新座和光線

及び主要地方道さいたま東村山線がそれぞれ接する地区

であることから、本市の都市拠点としてふさわしい新た

な市街地形成を図るため、次のような地区計画の目標を

定める。 

⑴ 新座駅北口駅前については、商業地の形成を図る。 

⑵ 生活利便性が高く、良好な住環境の形成を図る。 

⑶ 幹線道路等沿道については、歩行者空間の確保等に 

努める。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 

１ Ａ地区は、店舗等を誘導し、商業地の形成を図る。 

２ Ｂ地区は、周辺の住環境に配慮しつつ、日用品を扱

う店舗等を誘導する。 

３ Ｃ地区は、幹線道路沿道について、沿道サービス施

設及び流通業務施設等を許容しつつ、良好な住宅地の

形成を図る。 

４ Ｄ地区は、沿道サービス施設及び流通業務施設等の

利便の増進を図りつつ、周辺の住環境に配慮する。 

５ Ｅ地区は、良好な住宅地の形成を図る。 

地区施設の 

整備の方針 

 道路及び公園は、土地区画整理事業により整備すると

ともに、地区計画の目標に照らした維持・保全を図る。 



区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

建築物等の 

整備の方針 

生活利便性が高く、良好な住環境の形成を図るため、建

築物等の用途の制限、敷地面積の最低限度、壁面の位置の

制限、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限及び垣又は柵の構造の制限を定め

る。 

また、新座駅北口駅前広場及び都市計画道路新座駅北

口通線に面する土地については、特に店舗等の誘導を図

りつつ、良好で安全な商業地の形成を図るため、壁面の

位置の制限により歩行者空間を確保する。 

地

区

整

備

計

画

 

建
築
物
等

に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

区分の名称 Ａ地区 

区分の面積 約５．７ヘクタール 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げるものは、建築してはならない。 

⑴ 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他

これらに類する食品製造業を営むもので、作業

場の床面積の合計が５０平方メートル以内のも

のを除く。） 

⑵ 自動車教習所 

⑶ 畜舎 

⑷ 倉庫業を営む倉庫 

⑸ 風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する

法律第２条第５項に規定する営業を営む施設 

⑹ 新座駅北口駅前広場又は都市計画道路新座駅

北口通線に面する部分にあっては、１階部分を

事務所、店舗、飲食店その他これらに類するも

の以外の用途（１階床面積の２分の１以上を新

座駅北口駅前広場又は都市計画道路新座駅北口

通線に面して事務所、店舗、飲食店その他これ

らに類するものにする場合を除く。）に供するも

の 



地

区

整

備

計

画

 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建 築 物 の 敷 地 

面積の最低限度 

１５０平方メートル（新座駅北口駅前広場又は都市

計画道路新座駅北口通線に面する土地は、２００平方

メートル。）。ただし、土地区画整理事業に係る土地に

あっては、土地区画整理法第９８条第１項の規定によ

る仮換地の指定を受けた面積（同法第１０３条第１項

の規定による換地処分を受けた場合は、その面積）と

することができる。 

壁面の位置 

の 制 限 

１ 新座駅北口駅前広場又は都市計画道路新座駅北

口通線に面する建築物の外壁又はこれに代わる柱

の面（地盤面下又は建築物の高さが２．５メート

ルを超える部分を除く。）から当該広場又は当該道

路との境界線までの水平距離は、１．５メートル

以上とする。 

２ 一般国道２５４号に面する建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面（地盤面下又は建築物の高さが

２．５メートルを超える部分を除く。）から当該道

路との境界線までの水平距離は、０．５メートル

以上とする。 

３ 前２項に掲げるもの以外の道路に面する建築物

の外壁又はこれに代わる柱の面（地盤面下又は床

面積に算入されない建築物の部分を除く。）から当

該道路との境界線までの水平距離は、０．５メー

トル以上とする。 

建築物等の形態 

又は色彩その他 

の 意 匠 の 制 限 

建築物の形態又は色彩その他の意匠は、新座市景

観計画表３に規定する景観形成基準及び表４に規定

する色彩基準を遵守するものとする。ただし、景観

法第１６条第１項又は第２項による届出を行うもの

については、適用しない。 
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垣又は柵の 

構造の制限 

１ 新座駅北口駅前広場又は都市計画道路新座駅北

口通線に面して、壁面の位置の制限により後退す

る部分については、垣又は柵を設置してはならな

い。 

２ 前項以外の道路に面する側の垣又は柵の構造

は、生け垣又は敷地地盤面から高さ６０センチメ

ートル以下の基礎部分の上に透視可能なフェンス

を施したもので、基礎部分を含む高さが敷地地盤

面から１．５メートル以下のものとする。 

地

区

整

備
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画

 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

区分の名称 
Ｂ地区 

Ｂ地区の１ Ｂ地区の２ 

区分の面積 約１．４ヘクタール 約０．２ヘクタール 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げるものは、建築してはならない。 

⑴ 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他

これらに類する食品製造業を営むもので、作業

場の床面積の合計が５０平方メートル以内の

ものを除く。） 

⑵ 自動車教習所 

⑶ 畜舎 

⑷ 倉庫業を営む倉庫 

建 築 物 の 敷 地 

面積の最低限度 

１５０平方メートル。ただし、土地区画整理事業に

係る土地にあっては、土地区画整理法第９８条第１項

の規定による仮換地の指定を受けた面積（同法第 

１０３条第１項の規定による換地処分を受けた場合

は、その面積）とすることができる。 
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
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壁面の位置 

の 制 限 

１ 都市計画道路新座駅

北口通線若しくは都市

計画道路大和田通線に

面する建築物の外壁又

はこれに代わる柱の面

から当該道路との境界

線までの水平距離は、

１．０メートル（専用

住宅にあっては０．５

メートル）以上とする。

ただし、建築物の高さ

が２．５メートルを越

える部分については、

適用しない。  

２  前項を除く道路に面

する建築物の外壁又は

これに代わる柱の面か

ら当該道路との境界線

までの水平距離は、 

０．５メートル以上と

する。 

１ 主要地方道さいたま東

村山線に面する建築物の

外壁又はこれに代わる柱

の面から当該道路との境

界線までの水平距離は、

１．０メートル（専用住

宅にあっては０．５メ

ートル）以上とする。

ただし、建築物の高さ

が２．５メートルを越

える部分については、

適用しない。  

２ 一般県道新座和光線に

面する建築物の外壁又は

これに代わる柱の面から

当該道路との境界線まで

の水平距離は、０．５メ

ートル以上とする。ただ

し 、 建 築 物 の 高 さ が 

２．５メートルを越える

部分については、適用し

ない。 

３ 前２項に規定する道路

以外の道路に面する建築

物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から当該道路と

の境界線までの水平距離

は、０．５メートル以上

とする。 

４ 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から隣地

との境界線までの水平距

離は、０．５メートル以

上とする。 
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建築物等の形態

又は色彩その他

の 意 匠 の 制 限 

建築物の形態又は色彩その他の意匠は、新座市景観

計画表３に規定する景観形成基準及び表４に規定す

る色彩基準を遵守するものとする。ただし、景観法第

１６条第１項又は第２項による届出を行うものにつ

いては、適用しない。 

垣又は柵の 

構造の制限 

１ 都市計画道路新座駅

北口通線に面して、壁

面の位置の制限により

後退する部分について

は、垣又は柵を設置し

てはならない。 

２ 前項に規定する道路

以外の道路に面する側

の垣又は柵の構造は、

生け垣又は敷地地盤面

から高さ６０センチメ

ートル以下の基礎部分

の上に透視可能なフェ

ンスを施したもので、

基礎部分を含む高さが

敷地地盤面から１．５

メートル以下のものと

する。 

道路に面する側の垣又は

柵の構造については、生け

垣又は敷地地盤面から高

さ６０センチメートル以

下の基礎部分の上に透視

可能なフェンスを施した

もので、基礎部分を含む高

さが敷地地盤面から１．５

メートル以下のものとす

る。 
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建
築
物
等
に
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す
る
事
項 

地 区 の

区分 

区分の名称 
Ｃ地区 

Ｃ地区の１ Ｃ地区の２ 

区分の面積 約１４．５ヘクタール 約０．４ヘクタール 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げるものは、建

築してはならない。 

⑴ 工場（一般県道新

座和光線の道路端か

ら５０メートルの区

域に係るもの及びパ

ン屋、米屋、豆腐屋、

菓子屋その他これら

に類する食品製造業

を営むもので作業場

の床面積の合計が 

５０平方メートル以

内のものを除く。） 

⑵ 自動車教習所 

⑶ 畜舎 

⑷  床面積の合計が 

１，５００平方メー 

トルを超える自家用 

倉庫 

次に掲げるものは、建築

してはならない。 

⑴ 自動車教習所 

⑵ 畜舎 

⑶ 床面積の合計が  

１，５００平方メート 

ルを超える自家用倉 

庫 

建 築 物 の 敷 地 

面積の最低限度 

１１０平方メートル。ただし、土地区画整理事業

に係る土地にあっては、土地区画整理法第９８条第

１項の規定による仮換地の指定を受けた面積（同法

第１０３条第１項の規定による換地処分を受けた場

合は、その面積）とすることができる。 
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壁面の位置 

の 制 限 

１ 都市計画道路大和田通

線に面する建築物の外壁

又はこれに代わる柱の面

から当該道路との境界線

ま で の 水 平 距 離 は 、 

１．０メートル（専用住

宅にあっては０．５メー

トル）以上とする。ただ

し 、 建 築 物 の 高 さ が 

２．５メートルを越える

部分については、適用し

ない。 

２ 一般県道新座和光線に

面する建築物の外壁又は

これに代わる柱の面から

当該道路との境界線まで

の水平距離は、０．５メ

ートル以上とする。ただ

し 、 建 築 物 の 高 さ が 

２．５メートルを越える

部分については、適用し

ない。 

３ 前２項に規定する道路

以外の道路に面する建築

物の外壁又はこれに代わ

る柱の面から当該道路と

の境界線までの水平距離

は、０．５メートル以上

とする。 

４ 建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面から隣地

との境界線までの水平距

離は、０．５メートル以

上とする。 

１ 一般県道新座和光線

及び県道川越新座線

に面する建築物の外

壁又はこれに代わる

柱の面から当該道路

との境界線までの水

平距離は、０．５メー

トル以上とする。ただ

し、建築物の高さが

２．５メートルを越え

る部分については、適

用しない。 

２  前項に規定する道

路以外の道路に面す

る建築物の外壁又は

これに代わる柱の面

から当該道路との境

界線までの水平距離

は、０．５メートル以

上とする。 

３  建築物の外壁又は

これに代わる柱の面

から隣地との境界線

までの水平距離は、

０．５メートル以上と

する。 
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建築物等の形態 

又は色彩その他 

の 意 匠 の 制 限 

建築物の形態又は色彩その他の意匠は、新座市

景観計画表３に規定する景観形成基準及び表４に

規定する色彩基準を遵守するものとする。ただし、

景観法第１６条第１項又は第２項による届出を行

うものについては、適用しない。 

垣又は柵の 

構造の制限 

道路に面する側の垣又は柵は、生け垣又は敷地

地盤面から高さ６０センチメートル以下の基礎部

分の上に透視可能なフェンスを施したもので、基

礎部分を含む高さが敷地地盤面から１．５メート

ル以下のものとする。 

  

地 区 の

区分 

区分の名称 Ｄ地区 

区分の面積 約３．８ヘクタール 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げるものは、建築してはならない。 

⑴ 自動車教習所 

⑵ 畜舎 

建 築 物 の 敷 地 

面積の最低限度 

１５０平方メートル。ただし、土地区画整理事

業に係る土地にあっては、土地区画整理法第９８

条第１項の規定による仮換地の指定を受けた面積

（同法第１０３条第１項の規定による換地処分を

受けた場合は、その面積）とすることができる。 
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壁面の位置 

の 制 限 

１ 都市計画道路大和田通線に面する建築物の外

壁又はこれに代わる柱の面から当該道路との境

界線までの水平距離は、１．０メートル（専用

住宅にあっては０．５メートル）以上とする。

ただし、建築物の高さが２．５メートルを越え

る部分については、適用しない。 

２ 一般国道２５４号若しくは一般県道川越新座

線に面する建築物の外壁又はこれに代わる柱の

面から当該道路との境界線までの水平距離は、

０．５メートル以上とする。ただし、建築物の

高さが２．５メートルを越える部分については、

適用しない。 

３ 前２項に規定する道路以外の道路に面する建

築物の外壁又はこれに代わる柱の面から当該道

路との境界線までの水平距離は、０．５メート

ル以上とする。 

４ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣

地との境界線までの水平距離は、０．５メート

ル以上とする。 

建築物等の形態

又は色彩その他

の 意 匠 の 制 限 

建築物の形態又は色彩その他の意匠は、新座市

景観計画表３に規定する景観形成基準及び表４に

規定する色彩基準を遵守するものとする。ただし、

景観法第１６条第１項又は第２項による届出を行

うものについては、適用しない。 

垣又は柵の 

構造の制限 

道路に面する側の垣又は柵は、生け垣又は敷地

地盤面から高さ６０センチメートル以下の基礎部

分の上に透視可能なフェンスを施したもので、基

礎部分を含む高さが敷地地盤面から１．５メート

ル以下のものとする。 
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地 区 の

区分 

区分の名称 Ｅ地区 

区分の面積 約８．７ヘクタール 

建築物等の 

用途の制限 
畜舎は建築してはならない。 

建 築 物 の 敷 地 

面積の最低限度 

１１０平方メートル。ただし、土地区画整理事業

に係る土地にあっては、土地区画整理法第９８条第

１項の規定による仮換地の指定を受けた面積（同法

第１０３条第１項の規定による換地処分を受けた

場合は、その面積）とすることができる。 

壁面の位置の制限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道

路との境界線までの水平距離は、０．５メートル

以上とする。 

２ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣

地との境界線までの水平距離は、０．５メートル

以上とする。 

建築物等の高さ 

の 最 高 限 度 
１５メートル 

建築物等の形態 

又は色彩その他

の 意 匠 の 制 限 

建築物の形態又は色彩その他の意匠は、新座市景

観計画表３に規定する景観形成基準及び表４に規

定する色彩基準を遵守するものとする。ただし、景

観法第１６条第１項又は第２項による届出を行う

ものについては、適用しない。 

垣又は柵の 

構造の制限 

道路に面する側の垣又は柵は、生け垣又は敷地地

盤面から高さ６０センチメートル以下の基礎部分

の上に透視可能なフェンスを施したもので、基礎部

分を含む高さが敷地地盤面から１．５メートル以下

のものとする。 

「区域及び地区整備計画は計画図表示のとおり」 

理 由 市が定める地区計画の表記の仕方を統一するため、所要の文言変更を行 

うものである。 



新座駅北口地区地区計画区域 
 

 

 

区域 用途地域 建ぺい率 容積率 

 商業地域（Ａ地区） ８０％ ４００％ 

 近隣商業地域 
Ｂ地区の１ ８０％ ３００％ 

Ｂ地区の２ ８０％ ２００％ 

 準住居地域（Ｄ地区） ６０％ ２００％ 

 第１種住居地域（Ｃ地区の１） ６０％ ２００％ 

 第２種住居地域（Ｃ地区の２） ６０％ ２００％ 

 第１種中高層住居専用地域（Ｅ地区） ６０％ １５０％ 

 地区整備計画区域 

 

 

Ｃ地区の２ 


